
事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

農業委員会運営事業 40760100

農業委員会の運営

6 都市農業の育成

76 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

主要な事務事業  〜

農業委員会事務局

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

農業委員会等に関する法律

農業委員会委員

農地法に基づく届出や許可等について、毎月開催する総会において審議を行う。また、農地パトロールでは、市内の農地の肥培管
理状況を確認しており、適宜農業者に指導をしている。

農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農業者の地位向上に寄与するため、法制化された。

農地の適正な管理を推進し、その保全に努める。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

総会12回開催
土地利用部会、農業経営部会開催
農地パトロールの実施
地域座談会の開催
農業委員会だよりの発行
農業簿記講習会の開催
北多摩農業委員会連合会主催の研修等各種事業への参加

前年度同様に法に基づく事務を執行するとともに都市農地の保全・発展に
資する各種取組を実施した。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

●計画継続
前年までの実績を踏まえ昨年度と同じ取組内容で指標の計画値を達成でき
る見込みであることから、事業計画を継続する。また、次期委員改選に向
けて近隣市の事例を参考に関係課と調整して適切に対応する。

総会12回開催
土地利用部会、農業経営部会開催
農地パトロールの実施
地域座談会の開催
農業委員会だよりの発行
農業簿記講習会の開催
北多摩農業委員会連合会主催の研修等各種事業への参加

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

総会12回開催
土地利用部会、農業経営部会開催
農地パトロールの実施
農業委員会だよりの発行
農業簿記講習会の開催
北多摩農業委員会連合会主催の研修等各種事業への参加

前年度同様に法に基づく事務を執行するとともに都市農地の保全・発展に
資する各種取組を実施した。なお、地域座談会については農地・農業に関
する各種制度改正の過渡期であったことから開催を見合わせた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

前年度同様に法に基づく事務を執行するとともに、市の農業振興事業への
協力など都市農地の保全・発展に資する各種取組を実施しする。

総会12回開催
土地利用部会、農業経営部会開催
農地パトロールの実施
地域座談会の開催
農業委員会だよりの発行
農業簿記講習会の開催
北多摩農業委員会連合会主催の研修等各種事業への参加

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

前年度同様に法に基づく事務を執行するとともに、市の農業
振興事業への協力など都市農地の保全・発展に資する各種取
組を実施しする。



農業委員会運営事業
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

農地法に基づく農地の転用等について審議するとともに、農地の管理状況について現地見廻りを行うなど、農地の適正管理に努めた。また制度改正
など機会を捉えて農業座談会を開催し、農業振興に関する事業に取り組み始めている。
近隣自治体の共通した課題である農地保全や農業振興を、北多摩地域の農業委員会が連携し、情報交換をしながら解決に向けて取り組んでいる。

相続の発生などにより、市内の農地が徐々に減少している。また、農業振興に関する事案について活動を深める必要がある。
農地法に関する審議等については、これまでどおり実施していき、農業振興に関することは経営部会の委員と検討を進めていく。
平成２６年度に導入した農地台帳システムを有効活用して、より効率的な農地管理を図る必要がある。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

農業委員会等に関する法律に基づき実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 1

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

14,482,000 14,550,000 15,168,000 14,715,000 14,988,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

14,482,000 14,550,000 15,168,000 14,715,000 14,988,000 0

14,482,000 20,180,000 15,168,000 14,715,000 0 0

14,263,690 17,574,329 14,554,542 14,441,985 0 0

0 0 0 0 0 0

0 3,124,824 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

14,263,690 14,449,505 14,554,542 14,441,985 0 0

98.5% 87.1% 96.0% 98.1% 0.0% 0.0%

2.45 2.42 1.42 1.47

19,581,302 18,425,287 11,063,565 11,454,979

0 0 1 0.95

0 0 3,269,483 3,056,774

26,913 31,488 29,194 26,790

33,871,905 36,031,104 28,916,784 28,980,529 0 0



農業委員会運営事業
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H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 05 0905500 農業委員会運営費 14,594,000 14,320,985 14,867,000

2 01 30 05 05 0907000 負担金　北多摩地区農業委員会連合会 121,000 121,000 121,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 14,715,000 14,441,985 14,988,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

負担金　東京都農業会議 40760200

東京都農業会議への賛助員拠出金を支出する。

6 都市農業の育成

76 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業  〜

農業委員会事務局

法定事業

市に事業を見直す裁量はない

農業委員会等に関する法律

東京都農業会議

東京都農業会議の諸事業に協力や参加し、都内各区市町村の共通課題に取り組むとともに、委員や職員の資質の向上を図る。また
、国や東京都に対しての要望活動も展開する。

農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農業者の地位向上に寄与するため、農業委員会の上位機関として法制化された東
京都農業会議が法44条に基づき協力依頼しているもの。

東京都農業会議の円滑な運営を支援し、農業委員会の事業を活性化するとともに、都市農地保全を推進する。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

負担金の支出することで、東京都農業会議の次の事業を支援した。
▼都や国への建議・要望
▼農業委員会活動への協力
▼農業経営と担い手の育成
▼地域農業振興への協力
▼情報の提供
▼調査研究活動

東京都農業会議を賛助することで、東京の農業振興に関する各施策を実施
することができ、また府中市の農業委員会の運営に対し、適切な支援を得
ることができ、計画を適正に執行できた。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

●計画継続
前年までの実績を踏まえ昨年度と同じ取組内容で指標の計画値を達成でき
る見込みであることから、事業計画を継続する。

次の事業への負担金の支出
▼都や国への建議・要望
▼農業委員会活動への協力
▼農業経営と担い手の育成
▼地域農業振興への協力
▼情報の提供
▼調査研究活動

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

次の事業への負担金の支出
▼都や国への建議・要望
▼農業委員会活動への協力
▼農業経営と担い手の育成
▼地域農業振興への協力
▼情報の提供
▼調査研究活動

東京都農業会議への負担金の支出により、府中市の農業委員会の運営に対
して適切な支援を得ることができるとともに東京の農業振興に関する各施
策を実施することができたことから、計画を適正に執行できた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のまま
事業を継続する。

次の事業への負担金の支出
▼都や国への建議・要望
▼農業委員会活動への協力
▼農業経営と担い手の育成
▼地域農業振興への協力
▼情報の提供
▼調査研究活動

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから
、現状のまま事業を継続する。



負担金　東京都農業会議
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

東京都農業会議は、法に基づき都知事の認可を得て設立されている法人であり、都内区市町村の農業委員会等の負担金により運営されている。農業
会議では、農業委員会の円滑な運営を支援するため、委員の研修会等を実施したり、助言を行うなど、幅広く活動している。府中市からも委員、職
員が各種研修に参加し、業務の円滑な実施に努めた。

都内各区市町村の共通課題に取り組むとともに、法改正などの対応について情報交換の場として活用していく。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

農業委員会等に関する法律により設置された団体であり、都内農業委員会
の円滑な運営のため、市が実施しなければならない事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

410,000 409,000 407,000 435,000 458,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

410,000 409,000 407,000 435,000 458,000 0

410,000 409,000 407,000 435,000 0 0

409,400 408,300 406,900 434,400 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

409,400 408,300 406,900 434,400 0 0

99.9% 99.8% 100.0% 99.9% 0.0% 0.0%

0.15 0.18 0.18 0.15

1,198,855 1,370,476 1,402,424 1,168,875

0 0 0 0.03

0 0 0 96,530

1,647 0 2,171 1,992

1,609,902 1,778,776 1,811,495 1,701,797 0 0



負担金　東京都農業会議

- 3 -

H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 05 0908100 負担金　東京都農業会議 435,000 434,400 458,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 435,000 434,400 458,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

農業協力委員活動事業 40760300

市と農家の橋渡しとして、市が行う農業行政の周知や農家の情報を市に報告する。

6 都市農業の育成

76 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業 昭和39年度 〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市農業協力委員規則

委員は、農業経営者の推薦により、市長が委嘱する。

市が、市内在住の農業者に対して行う調査や農業普及啓発事業について、地域ごとの書類のとりまとめ、情報収集、意見集約など
を行う。
例年、市内の農業者の経営調査、市が農業者に対し斡旋する補助事業の要望調査、台風や雪害による市内農業施設等の被害状況調
査等を行っている。

農業は地元に密着した産業であり、連絡調整には地元の農業者を通じて行うことが効果的である。

農業協力委員を通じて、市の事業などの周知を市内の農家に行い、また、委員自身が市の事業に携わることにより、市の農業行政
の推進を図る。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

農業協力委員連絡会議を2回開催するとともに、適時、委員を通じて農業
者への通知等を配付した。
○第1回連絡会議
　東京都、市の事業の周知等
○第2回連絡会議
　農業まつり、農産物品評会の開催に伴う協力等

前年までの実績を踏まえ昨年度と同じ取組内容で事業の目的を達成できる
見込みであることから、事業計画を継続する。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

前年までの実績を踏まえ昨年度と同じ取組内容で事業の目的を達成できる
見込みであることから、事業計画を継続する。

農業協力委員連絡会議を2回開催するとともに、適時、委員を通じて農業
者への通知等を配付する。
○第1回連絡会議
　東京都、市の事業の周知等
○第2回連絡会議
　農業まつり、農産物品評会の開催に伴う協力等

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

農業協力委員連絡会議を2回開催するとともに、適時、委員を通じて農業
者への通知等を配付した。
▼第1回連絡会議
　東京都、市の事業の周知等
▼第2回連絡会議
　農業まつり、農産物品評会の開催に伴う協力等

農業協力委員が地域ごとの書類のとりまとめや意見集約などを行うことに
より、市の農業振興事業を円滑に運営することができた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のまま
事業を継続するが、更なる事務の効率化を図るため当該制度の代替策につ
いての検討を行う。

農業協力委員連絡会議を2回開催するとともに、適時、委員を通じて農業
者への通知等を配付する。
▼第1回連絡会議
　東京都、市の事業の周知等
▼第2回連絡会議
　農業まつり、農産物品評会の開催に伴う協力等

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

これまでの実績を踏まえ一定の成果を得ていることから、当
面は現状のまま事業を継続するが、更なる事務の効率化を図
るため当該制度の代替策についての検討を行う。



農業協力委員活動事業

- 2 -

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

当該制度を通じて、市が行う農業関係の調査や各種補助事業について、農業協力委員が地域ごとの書類のとりまとめや意見集約などを行うことによ
り、市の農業振興事業を円滑に運営することができた。

当面は現状のまま事業を継続するが、更なる効率的な事業運営を目指して当該制度についての代替策の検討を行う。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

府中市農業協力委員規則に基づき、市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

3,024,000 3,024,000 3,024,000 3,024,000 3,024,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,024,000 3,024,000 3,024,000 3,024,000 3,024,000 0

3,024,000 3,023,000 3,024,000 3,024,000 0 0

3,015,000 2,808,000 2,880,000 2,916,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,015,000 2,808,000 2,880,000 2,916,000 0 0

99.7% 92.9% 95.2% 96.4% 0.0% 0.0%

0.21 0.09 0.10 0.07

1,678,397 685,238 779,124 545,475

0 0 0 0

0 0 0 0

24,673 15,795 18,064 10,950

4,718,070 3,509,033 3,677,188 3,472,425 0 0



農業協力委員活動事業

- 3 -

H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 10 0913500 農業協力委員活動費 3,024,000 2,916,000 3,024,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 3,024,000 2,916,000 3,024,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

負担金　都市農地保全推進自治体協議会 40760400

都市農地保全推進自治体協議会への運営負担金の支出

6 都市農業の育成

76 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業 平成20年度 〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業の一部を見直す裁量あり

都市農地保全推進自治体協議会

都市農地保全推進自治体協議会へ負担金を支出し、都市農地フォーラムの開催への協力や国へ都市農業振興に関する要望書の提出
を支援する。

行政委員会である農業委員会だけではなく、首長としての農地保全等の意思表示する場として、都内各区市町村が集まり、国など
に農地保全、農業振興に関する要望をするため結成された。

都内の自治体共同で、都市農地を保全するための方策を協議・検討し、国等の関係機関に要望活動を行うとともに、啓発事業を実
施する。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

協議会の事業への負担金を支出した。
▼都市農業を保全するための施策の国への要望
▼都市農地保全自治体フォーラムの開催

依然として都市農業を取り巻く状況は厳しく、そうしたなかで協議会を通
じて都市農業を守る施策を提案していくことができた。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

前年までの実績を踏まえ昨年度と同じ取組内容で事業の目的を達成できる
見込みであることから、事業計画を継続する。

協議会の事業への負担金を支出する。
▼都市農業を保全するための施策の国への要望
▼都市農地保全自治体フォーラムの開催

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

協議会の事業への負担金を支出した。
▼都市農業を保全するための施策の国への要望
▼都市農地保全自治体フォーラムの開催

依然として都市農業を取り巻く状況は厳しく、そうしたなかで協議会を通
じて都市農業を守る施策を提案していくことができた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のまま
事業を継続する。

協議会の事業への負担金を支出する。
▼都市農業を保全するための施策の国への要望
▼都市農地保全自治体フォーラムの開催

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから
、現状のまま事業を継続する。



負担金　都市農地保全推進自治体協議会

- 2 -

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

都市農地保全推進自治体協議会は、平成20年度に正式に発足したものであり、東京都庁や練馬区においてフォーラムを開催している。また、国や関
係機関などに対して、都市農地保全のための要望を行うなど、近隣自治体が連携した取り組みを行っているところである。

フォーラムなどの取組をとおして協議会の活動の場が広がるように努めていく。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

首長が農地保全に対して意思表示する機会になるため、市で実施すべき事
業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 0

20,000 20,000 20,000 20,000 0 0

20,000 20,000 20,000 20,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 20,000 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

0.07 0.04 0.05 0.03

559,466 304,550 389,562 233,775

0 0 0 0

0 0 0 0

8,222 2,665 9,032 4,691

587,688 327,215 418,594 258,466 0 0



負担金　都市農地保全推進自治体協議会

- 3 -

H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 15 0922500 負担金　都市農地保全推進自治体協議会 20,000 20,000 20,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 20,000 20,000 20,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

灌漑用水対策事業 40760500

用水組合に対し、揚水ポンプ稼働に係る電気料、取水施設改修に係る経費を補助する。

6 都市農業の育成

76 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業  〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市灌漑用水対策実施要領

市内の農地を灌漑している用水組合

市内の農地を灌漑する農業用水を管理する用水組合に対し、揚水ポンプの電気使用料や、施設の改修費等の補助を行う。
また、平成17年度に竣工した西府用水取水施設の電気料について、国から補償を受けた分の負担を行う。

ハケ下の農地では、水田や果樹園があり、その多くが河川などからの用水を必要としている。また、河川からの取水では水が不足
するため、共同で揚水ポンプを稼働させる必要がある。

市内の農地の灌漑を支援することで、農地の保全を図る。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

補助金を交付することで次の事業の支援を行った。
▼灌漑井戸ポンプの電気使用料
▼灌漑用施設設備の修繕事業
▼水土里保全支援事業（多面的機能保全支援事業）
また、西府用水取水施設の電気料を負担するとともに、当該施設の更新に
向けた調査業務を委託により実施した。

用水組合４組合の電気使用料や灌漑用施設設備の修繕事業への補助で、各
用水組合の取水活動が円滑に実施された。また新たに、水土里保全支援事
業として農業用水の保全に資する地域活動団体の支援を行ったほか、西府
用水取水施設については長期的な保全に向けた取組を進めることができた
。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

農地保全や農業経営への支援策として、前年度同様の内容で継続的に補助
事業等を実施するほか、西府用水取水施設の長期的な保全に向けた取組を
進める。

補助金を交付することで次の事業の支援を行う。
▼灌漑井戸ポンプの電気使用料
▼灌漑施設設備の修繕事業
▼取水量調査事業
▼水土里保全支援事業（多面的機能保全支援事業）
また、西府用水取水施設の更新に向け必要な点検等を行う。

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

▼灌漑施設設備の電気料・修繕事業への補助
▼農業用水の保全に資する清掃等の活動への補助
▼西府用水取水施設の水中ポンプの引上げ点検

用水組合４組合の電気使用料や灌漑用施設設備の修繕事業への補助で、各
用水組合の取水活動が円滑に実施された。また、水土里保全事業として農
業用水の保全に資する地域活動団体の支援を行ったほか、西府用水取水施
設については長期的な保全に向けた取組を進めることができた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

生産基盤である農業用水を保全するため、現状の補助事業を継続して実施
するほか、西府用水取水施設の長期的な保全に向けた取組を進める。

▼灌漑施設設備の電気料・修繕事業への補助
▼農業用水の保全に資する清掃等の活動への補助
▼西府用水取水施設のポンプの工場整備
▼西府用水取水施設の制御システムの更新

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

生産基盤である農業用水を保全するため、現状の補助事業を
継続して実施する。
また、経年劣化が指摘されている西府用水取水施設について
は、平成２７年度に実施した調査や平成２８年度に実施した
点検結果を踏まえ、平成２９年度より整備に着手することと
なった。今後も継続して年次ごとに必要な整備を進めていく
。
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① 灌漑農地の面積
36

ha

35 34 33 32 32

- - - - 平成29年度

35 35 35 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

灌漑農地の面積については、相続
に伴う農地の売却等により減少傾
向で推移している。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

農地（水田や果樹園）への灌漑用水の安定的な供給に寄与し、農地の保全を図った。
平成２７年度、西府用水取水施設当該施設の更新に向けた取組に着手したほか、農業用水の多面的機能に着眼した水土里保全事業を開始した。

用水組合は農地の減少とともに組合員数も減少していくことが予想されるため、灌漑用水施設の維持に係る一農家の負担は、増加していくことが懸
念される。そうした中で用水の利用については農地への灌漑だけではなく、農地を含めた田園風景の醸成や災害時の生活用水への利用といった多面
的利用についても適宜検討を進める必要がある。
西府用水取水施設の更新に向けた取組については将来的な財政負担も考慮し、効果的・効率的な手法による点検・整備について検討していく必要が
ある。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

農地保全や農業経営にとって農業用水の維持は欠かせないものであるため
、市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 3

6,120,000 5,038,000 5,628,000 7,170,000 4,483,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 424,000 1,380,000 139,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

6,120,000 5,038,000 5,204,000 5,790,000 4,344,000 0

6,123,000 5,166,000 4,738,000 7,170,000 0 0

5,215,467 4,458,201 4,233,332 6,963,900 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 415,000 1,380,225 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,215,467 4,458,201 3,818,332 5,583,675 0 0

85.2% 86.3% 89.3% 97.1% 0.0% 0.0%

0.31 0.26 0.27 0.28

2,477,634 1,979,576 2,103,636 2,181,901

0 0 0 0

0 0 0 0

36,422 190,291 48,773 43,798

7,729,523 6,628,068 6,385,741 9,189,599 0 0
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H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 15 0920700 西府用水取水施設対策事業費 2,700,000 2,700,000

2 01 30 05 15 0923000 補助金　灌漑用水対策事業費 4,429,000 4,223,600 4,224,000

3 01 30 05 15 0929300 補助金　水土里保全活動事業費 41,000 40,300 259,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 7,170,000 6,963,900 4,483,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

農業者支援事業 40760600

農業者に対し経営向上のための補助をするとともに、認定農業者制度や獣害対策を実施する。

6 都市農業の育成

76 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

主要な事務事業  〜

生活環境部 経済観光課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

農業経営基盤強化促進法、府中市農業経営改善計画認定検討協議会設置要綱、府中市農業経営改善事業補助金交付要綱

農業者、農業団体

農業経営改善計画の認定（認定農業者）
農作物の獣害の対応。農業後継者等の担い手団体の講習会開催に対する補助。
認定農業者やエコファーマー等の農業経営改善事業に対する補助

単なる慣行栽培ではなく、農業経営の近代化など経営改善を推進する。

認定農業者等農業経営に熱意のある農業者を支援し、市内の農業振興を図る。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

農業経営改善計画等認定検討会議の開催（１回）及び計画の認定（４経営
体）、農作物加害獣の駆除（わな設置６件、駆除５件）、農業担い手支援
事業補助金（１団体）、農業経営改善事業補助金（３５件）、都市農業経
営パワーアップ事業補助金（１件）、都市農地保全支援事業補助金（４件
）、雪害被災農業者への助成（再建１２件）、ベジタブルフェスタの実施
（夏・冬）

農業経営改善計画の認定によって認定農業者の増加を図った。担い手支援
事業や農業経営改善事業等の各種補助事業を通じて農業後継者や認定農業
者等に積極的な支援を行い、若手農業者の育成や認定農業者の経営改善を
図ったほか、農作物加害獣の駆除や雪害被災農業者への助成により被害に
遭った農家の経営改善を図った。また、単年度事業としてベジタブルフェ
スタを開催し、都市農業のＰＲ及び地産地消の推進を図った。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

農業振興計画に基づき、農業経営改善計画の認定や農業経営改善事業等の
補助については引き続き取り組み、農業者の経営改善を促すとともに、農
地の多面的機能を発揮できるような農産物の生産基盤整備を支援する。ま
た、平成２７年度をもって終了した都市農業経営パワーアップ事業の後継
事業について、東京都の動向に合わせて適宜対応するとともに、農業公園
の整備に向けた取組を進める。

業経営改善計画認定検討協議会の開催及び計画の認定
農作物加害獣の駆除
農業担い手支援事業補助金（１団体）
農業経営改善事業への補助
都市農地保全支援事業への補助
都市農業経営パワーアップ事業の後継事業への対応
農業公園整備計画検討事業

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

農業経営改善計画等認定検討会議の開催（１回）及び計画の認定（３９経
営体）、農作物加害獣の駆除（わな設置２件）、農業担い手支援事業補助
金（１団体）、農業経営改善事業補助金（３２件）、都市農地保全事業補
助金（７件）、都市農業活性化事業補助金（１件）

農業経営改善計画の認定により意欲ある認定農業者の増加を図ることがで
きた。農業経営改善事業や農業担い手支援事業などの各種補助事業等を通
じて農業経営の改善や後継者の育成など農業者への積極的な支援を行うこ
とができた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

農業振興計画に基づき、農業経営改善計画の認定を受けた意欲ある農業者
の増加を図るほか、農業経営改善事業や農業担い手支援事業などの各種補
助事業等通じて農業経営の改善や後継者の育成など農業者への支援を継続
して実施する。

▼農業経営改善計画認定検討会議の開催及び計画の認定
▼農作物加害獣の駆除
▼農業担い手支援事業の補助
▼農業経営改善事業の補助
▼都市農地保全事業の補助
▼都市農業活性化事業の補助

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

A

農業者へのより効果的な支援策として、国の基準による認定
農業者制度に加え、新たに市独自の基準による認証農業者制
度の創設やこれに伴う認証農業者への支援の拡充について検
討を進める。
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

農業経営改善計画の認定により意欲ある認定農業者の増加を図った。
農業経営改善事業や農業担い手支援事業などの各種補助事業等を通じて農業経営の改善や後継者の育成など農業者への積極的な支援を行った。

新たに認定農業者になる農業者が限られてきていることから、制度周知の工夫などにより認定農業者の更なる増加を図るほか、今後の国や東京都の
動向も踏まえ、より効果的な支援の方法について研究する。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

農業経営基盤強化促進法等に基づき市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

13,909,000 35,864,000 29,299,000 31,389,000 30,562,000 0

0 0 0 0 0 0

0 21,273,000 18,221,000 20,685,000 20,184,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

13,909,000 14,591,000 11,078,000 10,704,000 10,378,000 0

13,909,000 62,136,068 67,943,932 38,217,000 0 0

13,171,600 52,887,369 63,528,370 32,611,160 0 0

0 0 2,000,000 0 0 0

0 35,550,687 44,289,959 21,051,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

13,171,600 17,336,682 17,238,411 11,560,160 0 0

94.7% 85.1% 93.5% 85.3% 0.0% 0.0%

0.68 1.66 1.52 1.54

5,434,810 12,638,833 11,842,689 12,000,455

0 0 0 0

0 0 0 0

79,895 130,262 274,575 240,900

18,686,305 65,656,464 75,645,634 44,852,515 0 0



農業者支援事業

- 3 -

H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 15 0920500 農作物獣害対策事業費 229,000 34,560 199,000

2 01 30 05 15 0927000 補助金　農業担い手支援事業費 200,000 118,500 190,000

3 01 30 05 15 0928500 補助金　農業経営改善対策事業費 9,989,000 8,264,100 9,689,000

4 01 30 05 15 0929400 補助金　都市農地保全支援事業費 20,971,000 14,487,000 20,484,000

5 01 30 05 15 0929500 補助金　都市農業活性化事業費 0 9,707,000

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 31,389,000 32,611,160 30,562,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

循環型農業支援事業 40760700

農業者への堆肥・緑肥の配布

6 都市農業の育成

76 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業  〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

市内の農業者

有機肥料の普及のため、販売農家の希望者を対象に、試供品として堆肥・緑肥を配付する。

消費者から安全で安心な農産物が求められる中、化学肥料や農薬の使用を抑えるため、堆肥などの有機肥料の普及を図る必要があ
る。

優良な堆肥を使用し、有機農業の推進を図ることによって、府中産農産物の流通拡大を図る。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

農業者に有機堆肥等を配付した。
▼有機堆肥　31.9t　131人
▼緑肥　102.5kg　35人

有機堆肥等の配付により、環境に配慮した営農活動の促進を図った。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

前年度と同様の趣旨により事業を実施するが、事務の効率化を図るため補
助事業への組み替えを行う。

有機堆肥の購入に対する補助
緑肥の購入に対する補助

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） C　見直して継続

▼有機堆肥・緑肥の購入に対する補助（３１件） 従前の有機堆肥・緑肥の試供品の配付事業から補助事業への組み替えを行
い事務の効率化を図ることができた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

平成２８年度に事務の見直しを行ったことから、当面は現行の方法で継続
する。

▼有機堆肥・緑肥の購入費に対する補助

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

平成２８年度に事務の見直しを行ったことから、当面は現行
の方法で継続するが、より効果的に循環型農業への意識啓発
につなげられる実施方法について研究する。



循環型農業支援事業

- 2 -

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

市内の農業者に有機堆肥等を配付することによって、有機栽培を促進するとともに、環境の保全を図ることができた。平成２３年度以降は原子力発
電所事故による残留放射能の関係から、市内の街路樹等のチップを原料とする堆肥の配付ができなかった。
平成２８年度にはこれまでの有機堆肥・緑肥の配付事業を購入費の補助事業に組み替え、事務の効率化を図った。

ごみ減量推進課や給食センターなど庁内の関係部署のほか、農工大学や農業協同組合と連携して進めていた給食残渣の堆肥化モデル事業が終了し、
今後は給食残渣ではなく家庭生ごみを活用した新たな事業へと進んでいる。こうした事業の進行も注視しながら、より効果的に循環型農業への意識
啓発につなげられる実施方法について研究する。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

循環型農業、有機農業を推進するため、市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

2,623,000 2,072,000 1,968,000 1,865,000 1,770,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,623,000 2,072,000 1,968,000 1,865,000 1,770,000 0

2,623,000 1,954,000 1,968,000 1,865,000 0 0

2,615,466 1,953,235 1,944,131 365,800 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,615,466 1,953,235 1,944,131 365,800 0 0

99.7% 100.0% 98.8% 19.6% 0.0% 0.0%

0.12 0.08 0.10 0.08

959,084 609,100 779,124 623,400

0 0 0 0

0 0 0 0

14,099 5,330 18,064 12,514

3,588,649 2,567,665 2,741,319 1,001,714 0 0



循環型農業支援事業

- 3 -

H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 15 0929600 補助金　循環型農業支援事業費 1,865,000 365,800 1,770,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,865,000 365,800 1,770,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

農産物特産化事業 40760800

農産物直売所マップの作成、うね売り斡旋事業による地場産農作物のＰＲ

6 都市農業の育成

76 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業  〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

市民

農産物直売所マップの作成：市内で生産された農産物が販売されている直売所を掲載した冊子を作成・配布することで、市民の地
場産農作物への関心を高め、府中市の農業の活性化を支援する。

うね売り斡旋事業による地場産農産物のＰＲ：市内農業者の栽培する農作物を市民自らの手で収穫するうねうり斡旋事業を実施す
ることで、市民の農業に対する関心を深めると共に、農産物の地産地消を推進する。

地場産農作物のＰＲにより、地産地消を推進し、府中市の農業を支援する。

市内産農産物のPRにより、市内農産物の流通拡大、地産地消を推進し、府中の農業を支援する。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼農産物直売所マップの作成・配布：２，７００部
▼農産物うね売りのあっせん
　ジャガイモ：２８８区画
　ネギ：３０６区画

農産物直売所マップを作成・配布することで、市内産農産物のＰＲを図る
ことができた。
２品目の農産物のうね売りをあっせんすることで、市内産農産物を直接市
民に届けると共に、市内産農産物の消費推進を図ることができた。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

前年までの実績を踏まえ昨年度と同じ取り組み内容で指標の計画値を達成
できる見込みであることから、事業計画を継続する。

▼農産物直売所マップの作成・配布
▼農産物うね売りのあっせん（ジャガイモ・ネギ）

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼農産物直売所マップの作成・配布：２，６００部
▼農産物うね売りのあっせん
　ジャガイモ：３０９区画
　ネギ：２３９区画

農産物直売所マップを作成・配布することで、市内産農産物のＰＲを図る
ことができた。
２品目の農産物のうね売りをあっせんすることで、市内産農産物を直接市
民に届けると共に、市内産農産物の消費推進を図ることができた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のまま
事業を継続する。

▼農産物直売所マップの作成・配布
▼農産物うね売りのあっせん（ジャガイモ・ネギ）

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

これまでの実績を踏まえ一定の成果を得ていることから、当
面は現状のまま事業を継続するが、より効果的な府中産農産
物のＰＲ方法について研究する。



農産物特産化事業

- 2 -

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① うね売りの品目数
2

種類

2 3 3 4 4

2 - 2 2 平成29年度

2 2 2 - -

② 直売所マップの作成
2,900

冊

2,900 3,100 3,200 3,400 3,400

2,900 - 2,600 2,600 平成29年度

2,900 2,700 2,600 - -

うね売りの品目については、ジャ
ガイモとネギで実施している。農
業者からの要望があれば新たな品
目について検討する。
直売所マップについては毎年度改
訂版を発行しており、在庫状況か
ら見た適正な発行部数として２６
００部を発行している。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

直売所マップを作成・配布して地産地消を推進し、市民ニーズに応えた。また、農業者のうね売りのあっせんを行うことにより市内産農産物の流通
拡大を図った。

農産物そのもののＰＲ、流通にとどまらず、農産物を使った加工品の開発支援などによる特産品化の支援について研究する必要がある。また、うね
売りあっせん事業については、農業者の高齢化等に伴い販売区画数が減少傾向にあるので、事業実施者の開拓やじゃがいも・ネギ以外の品目での事
業実施も検討する必要がある。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

府中産の農産物を市民に周知するために、市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

285,000 256,000 239,000 227,000 216,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

285,000 256,000 239,000 227,000 216,000 0

285,000 256,000 239,000 227,000 0 0

257,166 244,068 232,124 210,600 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

257,166 244,068 232,124 210,600 0 0

90.2% 95.3% 97.1% 92.8% 0.0% 0.0%

0.36 0.08 0.09 0.08

2,877,252 609,100 701,212 623,400

0 0 0 0

0 0 0 0

42,296 5,330 16,257 12,514

3,176,714 858,498 949,593 846,514 0 0



農産物特産化事業

- 3 -

H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 15 0918000 農産物特産化事業費 227,000 210,600 216,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 227,000 210,600 216,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

農業生産団体育成事業 40760900

農業生産団体の種苗類や生産出荷資材の共同購入事業への補助金交付

6 都市農業の育成

76 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業 平成2年度 〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市農業生産団体育成事業実施要領

市内農業生産団体

補助金を交付することで、種苗類や生産資材、出荷資材の共同購入への支援を行う。

農産物を市場に出荷したときに低廉な価格の取引になることがあるため、また、直売所への出荷を増やすため、生産出荷資材の補
助を実施する。

農産物の生産出荷に関する経費を補助することで、農産物の流通と経営の安定化を図る。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） C　見直して継続

補助金を交付することで、農業生産団体7団体の実施する次の事業の支援
を行った。
▼種苗類の共同購入
▼生産資材の共同購入
▼出荷資材の共同購入

農業生産団体7団体へ補助することで、各生産団体へ所属する農業者の農
業経営の安定を図ることができた。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

他の個人補助制度を参考にしながら、算出金額の見直しを行いつつ、前年
同様の品目の補助を行う。

補助金を交付することで、農業生産団体7団体の実施する次の事業の支援
を行う。
▼種苗類の共同購入
▼生産資材の共同購入
▼出荷資材の共同購入

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

補助金を交付することで、農業生産団体7団体の実施する次の事業の支援
を行った。
▼種苗類の共同購入
▼生産資材の共同購入
▼出荷資材の共同購入

前年同様の品目の補助を行うなかで、他の個人補助制度を参考にしながら
、算出金額の見直しを行った。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

平成２８年度において平成２９年度以降の算出金額の見直しを行ったこと
から、当面は現行の方法による支援を継続する。

補助金を交付することで、農業生産団体7団体の実施する次の事業の支援
を行う。
▼種苗類の共同購入
▼生産資材の共同購入
▼出荷資材の共同購入

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

平成２８年度において平成２９年度以降の算出金額の見直し
を行ったことから、当面は現行の方法による支援を継続する
。



農業生産団体育成事業

- 2 -

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

厳しい都市農業の現状において、効率的に経営を行うためには、地域や栽培の内容により、団体を組織して活動することが望ましい。現在、市内に
は対象となる団体が7団体あり、いずれの団体も種苗や出荷資材等の共同購入を行い、経費の節減に努めながら農業経営を行っているところである
。また、市場出荷が減り、共同直売所への出荷や直売所主体の経営を行う農業者が増えてきている。

市内産農産物の流通拡大や地産地消への貢献度を測ることが難しい。平成２３年度の事務事業点検において、他の補助制度との重複等が指摘された
。制度のあり方について他市の制度を調査・研究する。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

農業生産団体育成事業実施要領により市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

7,160,000 6,802,000 6,461,000 6,138,000 5,832,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

7,160,000 6,802,000 6,461,000 6,138,000 5,832,000 0

7,160,000 6,802,000 6,461,000 6,138,000 0 0

7,059,300 6,802,000 6,461,000 6,138,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

7,059,300 6,802,000 6,461,000 6,138,000 0 0

98.6% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

0.25 0.15 0.15 0.13

1,998,092 1,142,063 1,168,686 1,013,025

0 0 0 0

0 0 0 0

29,372 9,994 27,096 20,335

9,086,764 7,954,057 7,656,782 7,171,360 0 0



農業生産団体育成事業

- 3 -

H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 15 0924000 補助金　農業生産団体育成事業費 6,138,000 6,138,000 5,832,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 6,138,000 6,138,000 5,832,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

地産地消推進事業 40761000

地産地消を推進するための事業に対する補助金の支出

6 都市農業の育成

76 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業 平成18年度 〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市農産物地産地消推進事業補助金交付要綱

市内で農作物の生産、販売を行っている農業者。

補助金を交付することで、農産物の生産資材、供給資材の購入事業や体験農園、観光農園の整備事業への支援を行う。

市場出荷から直売所販売へと出荷形態が変わりつつある中、地場産農産物の出荷をする農業者への支援が求めらる。

地元へ出荷する農業者を支援することで、府中産農産物の地元流通を増やす。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

補助金を交付することで、次の事業の支援を行った。
▼農産物の生産・出荷資材の購入
▼農産物直売施設等の宣伝
▼体験型農園の区画整備
▼体験型農園・観光農園の新規開設

地元に農産物を出荷している農業者へ生産資材等の経費や体験農園の区画
整備費を補助することで、市民に新鮮な農産物を提供できた。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

●計画継続
前年までの実績を踏まえ昨年度と同じ取り組み内容で指標の計画値を達成
できる見込みであることから、事業計画を継続する。

補助金を交付することで、次の事業の支援を行う。
▼農産物の生産・出荷資材の購入
▼農産物直売施設等の宣伝
▼体験型農園の区画整備
▼体験型農園・観光農園の新規開設

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

補助金を交付することで、次の事業の支援を行った。
▼農産物の生産・出荷資材の購入
▼農産物直売施設等の宣伝
▼体験型農園の区画整備
▼体験型農園・観光農園の新規開設

地元に農産物を出荷している農業者へ生産資材等の経費や体験農園の区画
整備費を補助することで、市民に新鮮な農産物を提供できた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のまま
事業を継続する。

補助金を交付することで、次の事業の支援を行う。
▼農産物の生産・出荷資材の購入
▼農産物直売施設等の宣伝
▼体験型農園の区画整備
▼体験型農園・観光農園の新規開設

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから
、当面は現状のまま事業を継続するが、より効果的な地産地
消の推進方策について研究する。



地産地消推進事業

- 2 -

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① 補助件数
31

件

33 36 39 42 42

32 - - - 平成29年度

32 34 33 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

農家戸数は減少傾向にあるなか、
補助件数は横ばいで推移している
。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

新鮮で安全な農産物を市民に提供するために、市では地産地消を推進しているところであり、本事業の実施により、市内の直売所の整備や農産物の
販売促進に寄与できた。

事業の効果が測りにくく、地産地消への貢献度合いによる補助の緩急が付けにくい。
より効果的な地産地消の推進方策について研究する。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

農業振興計画に基づき市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

2,208,000 2,086,000 2,023,000 1,920,000 1,824,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,208,000 2,086,000 2,023,000 1,920,000 1,824,000 0

2,208,000 2,086,000 2,023,000 1,920,000 0 0

1,780,100 1,624,500 1,395,900 1,643,700 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,780,100 1,624,500 1,395,900 1,643,700 0 0

80.6% 77.9% 69.0% 85.6% 0.0% 0.0%

0.21 0.09 0.09 0.08

1,678,397 685,238 701,212 623,400

0 0 0 0

0 0 0 0

24,673 5,996 16,257 12,514

3,483,170 2,315,734 2,113,369 2,279,614 0 0



地産地消推進事業

- 3 -

H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 15 0929000 補助金　地産地消推進事業費 1,920,000 1,643,700 1,824,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,920,000 1,643,700 1,824,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

農業まつり運営事業 40770100

農業まつり、農産物品評会、農業振興褒賞式典の開催

6 都市農業の育成

77 農業とふれあう機会の拡充

主要な事務事業  〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

市民・農業者

農業まつりは、農業関係団体から委員を集めた実行委員会を組織し、府中産農産物の販売や、農産物を景品としたゲーム大会を企
画するなど、消費者と農業者が直接ふれあいながら、農業のＰＲをできるイベント運営を行っている。
農産物品評会は、年間で６部門開催し、農業者の栽培技術の向上や、営農意欲の高揚を図っている。また、出品された農産物は、
審査終了後に展示を行い、市民へのＰＲの場としている。
農業振興褒賞式典では、品評会優秀賞出品者のほか、優秀農業経営者など、農業者褒賞の対象者を表彰する。

農業共進会として農産物の品評会を実施していた中、より市民に農業を親しんでいただく場の創出として、農業まつりが始まり、
共進会も農産物品評会とし、市民が観覧できる場とした。

府中市の農業の現状を広く市民に周知する。また、優秀農業経営者や品評会入賞者を表彰することによって、農業者の意欲の向上
を図る。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

農業まつりの開催
農産物品評会の開催（6部門）
農業振興褒賞式典の開催

農業まつりは、農業者と消費者の交流の場となり、都市農業への理解の促
進・ＰＲができた。
農産物品評会は、農業者の日頃の成果の発表の場となっており、農業振興
褒賞式典での表彰状・記念品等の授与により、農業者の生産意欲の高揚に
繋がった。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

●計画継続
　事業計画を継続しつつ、市民や農業者へより一層周知するなど、指標の
計画値を達成するよう取り組む。

農業まつりの開催
農産物品評会の開催（6部門）
農業振興褒賞式典の開催

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼農業まつりの開催
▼農産物品評会の開催（6部門）
▼農業振興褒賞式典の開催

農業まつりは、農業者と消費者の交流の場となり、都市農業への理解の促
進・ＰＲができた。
農産物品評会は、農業者の日頃の成果の発表の場となっており、農業振興
褒賞式典での表彰状・記念品等の授与により、農業者の生産意欲の高揚に
繋がった。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のまま
事業を継続するが、市民や農業者への周知方法を工夫するなど、計画値を
達成できるよう取り組む。

農業まつりの開催
農産物品評会の開催（6部門）
農業振興褒賞式典の開催

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

これまでの実績を踏まえ一定の成果を得ていることから、当
面は現状のまま事業を継続するが、市民や農業者への周知方
法を工夫するなど、計画値を達成できるよう取り組む。



農業まつり運営事業

- 2 -

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

①  農業まつりの来場者数
18,000

人

18,500 19,000 19,500 20,000 20,000

- - - - 平成29年度

18,000 9,500 10,500 - -

② 農産物品評会の出品数
577

点

600 600 600 600 600

523 - - - 平成29年度

523 611 559 - -

農業まつりの来場者数については
、開催２日間のうち初日が雨だっ
たことにより例年よりも少なかっ
た。（平成２７年度についても雨
のため来場者数減。）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

農業まつりは、農産物の生産者である農業者と、消費者である一般市民の交流の場となっており、都市農業への理解を促進することにより、府中市
の農業振興や農地保全を側面から支援することができた。
農産物の各品評会は、農業者の成果の発表の場になっており、農業者の意識の高揚とともに、出品物を観覧に供することにより、市民に対して都市
農業のPRができた。

農業まつりについては今後の来場者数の推移を鑑みて、来場者アンケート等も活用しながら開催方法やイベント内容を検討していく。品評会の開催
場所や方法について、より多くの市民に見ていただけて、農業者の参加意欲も上げることができるように工夫する。また、品評会の出品数を増加さ
せるため、農協と協力し事前周知を徹底するようにしていく。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

府中市農業振興計画に基づき、市が実施すべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

3,500,000 3,422,000 3,316,000 3,202,000 3,106,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,500,000 3,422,000 3,316,000 3,202,000 3,106,000 0

3,500,000 3,422,000 3,309,000 3,202,000 0 0

3,381,335 3,320,988 3,296,456 3,088,923 0 0

0 0 0 0 0 0

1,000,000 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,381,335 3,320,988 3,296,456 3,088,923 0 0

96.6% 97.0% 99.6% 96.5% 0.0% 0.0%

0.55 0.62 0.64 0.57

4,395,802 4,720,528 4,986,396 4,441,727

0 0 0 0.02

0 0 0 64,353

64,621 41,309 115,610 92,293

7,841,758 8,082,825 8,398,462 7,687,296 0 0



農業まつり運営事業

- 3 -

H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 15 0916000 農業まつり等運営費 3,202,000 3,088,923 3,106,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 3,202,000 3,088,923 3,106,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

市民農業大学運営事業 40770200

農業者を講師として、農産物の播種から収穫までの農業体験講座を実施する。

6 都市農業の育成

77 農業とふれあう機会の拡充

その他の事務事業  〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

市民

農産物の種類ごとに、毎年コースを定め、各コースについて参加者を募集して農作業の体験講座を行う。都市農業のＰＲを行うと
ともに、市民の土に親しみたいという要望を叶える事業として、農業者とそれ以外の市民の両者にとってメリットのある事業とし
て実施している。また、事業への参加を通して、援農ボランティアの育成につなげる狙いもある。

都市化が進むに伴い農業体験をしたことがない人が増えた中、食物を生産する難しさ、楽しさを実感する場として農業体験講座を
実施する。

市民が農業体験をすることによって、都市農業に対する理解を深める。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

○稲作コース　（参加延人数135人）
○秋野菜コース（参加延人数114人）

食物を生産する難しさや楽しさを実感できる農業体験をとおして、都市農
業に対する理解を深める機会を市民に提供することができた。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

前年までの実績を踏まえ昨年度と同じ取組内容で指標の計画値を達成でき
る見込みであることから、事業計画を継続する。

○稲作コース
○秋野菜コース

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼稲作コース　（参加延人数113人）
▼秋野菜コース（参加延人数129人）

食物を生産する難しさや楽しさを実感できる農業体験をとおして、都市農
業に対する理解を深める機会を市民に提供することができた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のまま
事業を継続する。

▼稲作コース
▼秋野菜コース

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから
、当面は現状のまま事業を継続するが、農業公園の開設後に
は既存の各種農業体験事業との整理が必要である。



市民農業大学運営事業

- 2 -

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① コース数
2

コース

2 2 2 2 2

- - - - 平成29年度

2 2 2 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

稲作コースと秋野菜コースの２コ
ース実施した。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

本事業は市民からも好評であり、各コースとも実施後のアンケートで高い評価をいただいている。平成２３年度からは参加費を徴している。

参加費については、参加の障壁とならない程度の適切な額を把握していく必要がある。市民に農業を体験していただき、都市農業を理解していただ
く良い事業であるが、協力してくださる農家、農地の確保が難しくなってきている。実施内容についても、市民の意見を踏まえて見直しながら進め
ていく必要がある。また、農業公園の開設後には既存の各種農業体験事業との整理が必要である。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

府中市農業振興計画に基づく事業であり、市が実施すつべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

660,000 620,000 589,000 576,000 548,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 143,000 288,000 331,000 0

0 0 0 0 0 0

40,000 40,000 30,000 39,000 39,000 0

620,000 580,000 416,000 249,000 178,000 0

660,000 620,000 589,000 576,000 0 0

660,000 620,000 589,000 575,480 0 0

0 0 0 0 0 0

0 158,000 181,000 273,000 0 0

0 0 0 0 0 0

33,000 17,500 26,000 38,350 0 0

627,000 444,500 382,000 264,130 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 99.9% 0.0% 0.0%

0.30 0.16 0.19 0.19

2,397,710 1,218,201 1,480,336 1,480,576

0 0 0 0

0 0 0 0

35,247 10,660 34,321 29,721

3,092,957 1,848,861 2,103,657 2,085,777 0 0



市民農業大学運営事業

- 3 -

H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 15 0919000 市民農業大学運営事業費 576,000 575,480 548,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 576,000 575,480 548,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

子ども農業体験推進事業 40770300

農業者を講師に、市内の小学生等に対して農業体験講座を実施する。

6 都市農業の育成

77 農業とふれあう機会の拡充

主要な事務事業  〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

市内の小学生、親子等

市内農業者を講師として、小学校の行事の一環として野菜や米作り等農業体験を実施する。具体的な体験内容は、各校の希望に合
わせて調整し、農業者または農業団体と市の間で、農業体験指導の委託契約を締結する。
また、同じく、農業者を講師として、親子で農業体験できる講座を実施する。この講座は、広報で募集を行い、府中市内全域から
参加者を募る。

学童期における農業体験が、農業だけではなく、生命、環境や食物などに対する理解や、情操や生きる力を身につけることに役立
つことから開始された。

小学生など、幼少時から農業を体験することによって、農業の大変さ、食の大切さへの理解を深めるとともに、農業者との交流を
促進する。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼親子ふれあい農園の実施
　夏野菜コース（参加延人数200人）
　秋野菜コース（参加延人数196人）
▼学童農園の実施　15校（参加延人数8,840人）
▼農業プチ講座の実施
　切花と枝豆コース（参加延人数75人）

子どもたちが都市農業への理解を深めるとともに、食べ物の大切さを学ぶ
機会を提供することができた。なお、予定していたうちの１校については
、使用する予定の苗の育成状況等の事情により実施を見合わせた。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

前年までの実績を踏まえ昨年度と同じ取組内容で指標の計画値を達成でき
る見込みであることから、事業計画を継続する。

▼親子ふれあい農園の実施（2コース：夏野菜・秋野菜）
▼学童農園の実施（15校）
▼農業プチ講座の実施（1コース）

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼親子ふれあい農園の実施
　夏野菜コース（参加延人数261人）
　秋野菜コース（参加延人数320人）
▼学童農園の実施　15校（参加延人数5,860人）
▼農業プチ講座の実施
　花と野菜コース（参加延人数99人）

子どもたちが都市農業への理解を深めるとともに、食べ物の大切さを学ぶ
機会を提供することができた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のまま
事業を継続する。

▼親子ふれあい農園の実施（2コース：夏野菜・秋野菜）
▼学童農園の実施（15校）
▼農業プチ講座の実施（1コース）

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから
、当面は現状のまま事業を継続するが、農業公園の開設後に
は既存の各種農業体験事業との整理が必要である。



子ども農業体験推進事業
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① 学校農園参加延べ人数
7,907

人

8,000 8,500 8,500 8,500 8,500

- - - - 平成29年度

8,580 8,840 5,860 - -

② 親子農園参加延べ人数
348

人

375 400 425 450 450

- - - - 平成29年度

543 471 680 - -

学校農園については、平成２８年
度は秋の長雨等の天候不順により
講座の開催回数が少なかったこと
により参加延べ人数が減少してい
る。（開催回数：平成２７年度２
１８回→平成２８年度１４５回）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

本事業の推進により、府中市の次世代を担う子どもたちが、都市農業への理解とともに、食べ物の大切さを深めることができた。また、親子ふれあ
い農園については、平成23年度から参加費を集めている。

限られた予算の中でより効果的・効率的な事業展開をするため、講師との調整が必要である。親子農園や農業プチ講座については、実施場所やコー
ス内容について、より多くの市民が参加できるよう、検討しながら進めていく。また、農業公園の開設後には既存の各種農業体験事業との整理が必
要である。
学童農園については、条件によって調整が困難で講師の紹介が出来ない場合もあるが、実施校の増に努める。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

府中市農業振興計画に基づき市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

2,310,000 2,210,000 2,240,000 2,189,000 2,123,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 343,000 341,000 273,000 0

0 0 0 0 0 0

25,000 25,000 25,000 32,000 32,000 0

2,285,000 2,185,000 1,872,000 1,816,000 1,818,000 0

2,307,000 2,204,000 2,240,000 2,189,000 0 0

2,078,000 2,204,000 2,181,000 2,176,360 0 0

0 0 0 0 0 0

0 349,000 434,000 324,000 0 0

0 0 0 0 0 0

14,500 15,500 11,500 20,800 0 0

2,063,500 1,839,500 1,735,500 1,831,560 0 0

90.1% 100.0% 97.4% 99.4% 0.0% 0.0%

0.34 0.17 0.20 0.19

2,717,405 1,294,338 1,558,249 1,480,576

0 0 0 0

0 0 0 0

39,946 11,326 36,128 29,721

4,835,351 3,509,664 3,775,377 3,686,657 0 0



子ども農業体験推進事業
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H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 15 0920000 子ども農業体験推進事業費 2,189,000 2,176,360 2,123,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 2,189,000 2,176,360 2,123,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

市民農園維持管理事業 40770400

市民農園の運営・管理

6 都市農業の育成

77 農業とふれあう機会の拡充

主要な事務事業  〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

特定農地貸付法

全市民

土地所有者の協力により提供された用地を一定の広さに区分し、その区画を市民に一定期間提供する。農園内の維持管理のほか、
栽培指導などを実施する。

平成１５年度に家庭菜園と高齢者レジャー農園が統合された。

市民が農作業を通じて土に親しみ、生産の喜びを味わうことにより、健康的でゆとりのある生活を送ることができるように支援す
るとともに、良好な都市環境の形成と農地の保存を図る。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

平成２７年度末の市民農園数は２１農園となっている。 平成２７年度より全区画有料となり、全体的に良好に耕作されている。農
園の区画境など、建物の日陰になる区画については利用者からも不満が多
いことから貸し出しをやめ、その結果、全体の区画数が減少した。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

現地を回って農園の使用状況を適宜確認し、引続き適正に管理していく。東部地域については空いている区画が少ないため、農園の新設に向けて取
り組んでいく。

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

平成２８年度末の市民農園数は２１農園となっている。 東部と西部での農園数の差や、日当たりの影響など問題はあるものの、お
おむね好評を得ている。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

現地を回って農園の利用状況を適宜確認し、引続き適正に管理していく。市民農園が農業公園になる箇所もあることから、農園の新設に向けて取り
組んでいく。

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

農園の需要が高いため、当面事業内容の変更は考えていない
。



市民農園維持管理事業
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① 市民農園区画数
1,718

区画

1,800 1,850 1,900 2,000 2,000

- - - - 平成29年度

1,559 1,480 1,372 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

区画数については、区画面積の増
減により変動していく。（農園数
の増減がない場合、区画面積の大
きい区画を増やすと全体区画数は
減少し、区画面積の小さい区画を
増やすと全体区画数は増加する。
）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

野菜づくりをとおして自然と接し、健康でゆとりのある生活を送れるよう市民農園の維持管理を行った。平成２８年度は、前年同様に２１農園とな
っている。また、平成２６年度から順次、利用料の見直しを行い、平成２７年度より全区画有料となった。

利用希望者が多く、市民ニーズの高い事業であるが、土地所有者の高齢化が進んでおり、農園用地の維持・確保が課題となっている。平成２６年度
に利用料の見直しを行い、平成２７年度には全ての区画が有料となったが、市民ニーズは同等の水準にあるため、今後も利用状況の推移を見ながら
適正な管理に努めていく。また、農業公園になる農園もあるため、農園の新設に努める。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

特定農地貸付法に基づき、実施している事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

6,536,000 6,685,000 7,191,000 7,198,000 6,910,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,504,000 5,507,000 7,191,000 7,198,000 6,910,000 0

3,032,000 1,178,000 0 0 0 0

6,714,000 6,685,000 7,130,000 7,190,000 0 0

5,289,881 6,086,218 6,715,027 6,230,095 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,940,900 5,284,800 6,715,027 6,230,095 0 0

2,348,981 801,418 0 0 0 0

78.8% 91.0% 94.2% 86.6% 0.0% 0.0%

0.38 1.05 1.10 1.10

3,037,100 7,994,443 8,570,367 8,571,753

0 0 0 0

0 0 0 0

44,646 87,739 198,706 172,070

8,371,627 14,168,400 15,484,100 14,973,918 0 0



市民農園維持管理事業
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H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 35 05 20 0968000 市民農園管理費　管理委託料 4,270,000 4,260,336 4,329,000

2 01 35 05 20 0969000 市民農園管理費　光熱水費 401,000 314,939 363,000

3 01 35 05 20 0970000 市民農園管理費　諸経費 2,527,000 1,654,820 2,218,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 7,198,000 6,230,095 6,910,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

農業公園整備事業 40770500

農業公園の設置・開設に向けた整備等を行う。

6 都市農業の育成

77 農業とふれあう機会の拡充

その他の事務事業 平成28年度 〜

生活環境部 経済観光課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

第３次府中市農業振興計画、府中市農業公園の整備に係る基本方針

市民農業大学運営事業、子ども農業体験推進事業、地産地消推進事業、市民農園維持管理事業

全ての市民

市民と農業とのふれあい等を目的とした農業公園を設置・運営する。

都市化の進展により本市の農業を取り巻く環境が変化する中で、市民の農地・農業に対する理解が農業振興を図っていくうえで必
要不可欠となっている。

市民の農地・農業に対する理解を深める。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check）

□ □ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check）

今後の農業公園の整備・開設に向け、農業公園整備計画検討協議会を設置
し、その基本的な方針等についての検討を行った。

協議会で検討を行い、年度末には農業公園の整備・開設の方向性等を示す
「農業公園の整備に係る基本方針（案）」として答申を受けることができ
た。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

西府町農業公園（仮称）の平成３２年度の供用開始を目指し、必要な取組
を進める。

▼西府町農業公園（仮称）の基本設計

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

A

西府町農業公園（仮称）の平成３２年度の供用開始を目指し
、必要な取組を進める。
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

平成２８年度からの新規事業である。平成２８年度には、今後の農業公園の整備・開設に向け、農業公園整備計画検討協議会を設置し、その基本的
な方針等についての検討を行った。

西府町農業公園（仮称）の平成３２年度の供用開始を目指し、必要な取組を進める。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

府中市農業振興計画に基づき、市が実施すべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 3

0 0 0 7,323,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 3,565,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 3,758,000 0 0

0 0 0 7,309,000 0 0

0 0 0 4,595,400 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 2,640,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 1,955,400 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 62.9% 0.0% 0.0%

0.00 0.00 0.00 0.14

0 0 0 1,090,950

0

0 0 0 0

21,900

0 0 0 5,708,250 0 0
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H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 30 05 15 0920100 農業公園整備計画検討事業費 7,323,000 4,298,400

2 01 30 05 15 0920200 農業公園整備計画検討協議会（仮称）運営費 0 297,000

3 01 30 05 15 0920300 農業公園整備事業費　設計委託料 0

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 7,323,000 4,595,400


